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1. はじめに 
茨城県南東部に位置する鹿嶋市，潮来市，神栖市，行

方市，鉾田市の 5市は鹿行地域と呼ばれている．図1に

示す 5 市は鹿島アントラーズのホームタウンとして認

定されている．また，鹿嶋市と神栖市との市境で分断さ

れているが，鹿島港とその周辺市街地は連担しており，

さらなる自治体間広域連携が期待されている． 
近年情報化技術の発展や COVID-19 による人流可視

化に伴い，携帯電話人口統計の活用が急速に広まってい

る．本稿の目的は，NTT ドコモ，モバイル空間統計を

用いて鹿行 5市間交流度を数値化し，内々率を指標に鹿

行地域の自治体連携の可能性を検討することにある．安

定した知見を導くために，COVID-19の影響も確認する． 
 

2. 使用データ 
モバイル空間統計は，従来の国勢調査などと比較して，

24 時間 365 日のデータが得られる点，居住地や年齢な

どの個人属性を紐付けられる点で優れている[1]．一方で，

個人情報の秘匿のために一定人数以下の情報は切り捨

てられてしまう課題がある．そのため，属性を詳細にす

るほど，秘匿箇所も多くなる．本稿では 2019年，2020
年で，比較的人流が安定する4月中旬金曜日の500メー

トルメッシュデータを用いた．メッシュの自治体への割

り付けは，メッシュ重心の位置で判断した．その結果，

メッシュ総数は3,161個となった．時間帯は，人出の動

きが活発な 14時としデータを抽出して使用した． 
COVID-19以前2019年の人流を表1にOD表の形で

示す．行方向に各居住地，列方向に滞在自治体で数値を

与えた．また，属性別では秘匿のため，情報量が減るこ

とを考慮して，その他の人数は属性無し総数データから

鹿行 5市合計値を引き算して求めた． 
 

3. 広域連携区域の内々率 
表 1から計算した内々率を表 2の第二行に示す．5市

すべて内々率が 70％以上を占めている（つくば市は

62.5％）．なお，2020年のデータでは，5市ともに内々

率が約 80％前後に上昇する．COVID-19 流行後では鹿

行地域でも人流移動が減少したことを数値で確認でき

た． 
各自治体は個別最適化を目指すが，行政圏と通勤圏，

商圏，通院圏などの生活圏で齟齬があると，誤った地域

間競争に陥る．そこで，本稿では，自治体内々率が高い

ほど同一広域連携自治体であるべきだという前提に立

つ．従って，市民の内々率が高いほど，連携を行うべき

だと考える[2]．鹿行 5 市が，2 市（組み合わせ数 10），
3 市（10），4 市（5），5 市（1）と連携する（地続きと

は成らない越境連携も含む）場合，最も内々率を高くす

る組み合わせを求めた．表 2 に 2019 年の結果を示す．

それぞれ灰色のハイライトの自治体が連携したことを

想定している． 
表 2の第三行に示す，2自治体連携では市街地が連担

する鹿島市，神栖市の組み合わせが 77.8％と内々率を最

も上昇させる．組み合わせを3 市，4市，5市とすると，

それぞれ逐次的に潮来市，鉾田市，行方市が加わる形に

なる．そして，内々率は 3 自治体連携で頭打ちになり，

5 市でも 78.6％の水準にとどまる． また， 2020 年で

は組み合わせこそ若干違うものの，2019 年と同様な傾

向を持つ．鹿嶋市と神栖市の連携で 83.1％，その後3自

治体連携で頭打ちにとなり5市連携でも84.1％となる．  図 1 鹿行地域（左：1985年，右：2021年） 

表 1 2019年 4月 12日の人流 

2019（人） 鹿嶋市 神栖市 潮来市 行方市 鉾田市 

鹿嶋市民 38,589 4,150 743 152 401 
神栖市民 3,761 58,999 231 26 26 
潮来市民 1,490 1,005 13,342 356 36 
行方市民 430 147 387 16,451 494 
鉾田市民 873 109 25 819 27,549 
その他 8,912 17,218 4,098 7,245 8,999 
総数 54,055 81,628 18,826 25,049 37,505 
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4. 内々率の空間的相違 
平成の大合併で鹿行地域は 12 町村が 5 市に集約され

た．①鹿行5市広域連携，②鹿嶋市と神栖市との 2市広

域連携，の 2つの場合に限定し，平成の大合併以前の12
町村レベルで内々率を吟味する．なお，データの特性上，

市民属性，発地の部分は細分化できない．例えば，旧鹿

島町にいる鹿嶋市民には，旧大野村からの来訪者も含む． 
表 3と表 4はそれぞれ，2019 年，2020年における現

在の市境の内々率，鹿行 5市広域連携，鹿嶋市神栖市2
市連携，3 通りの内々率を 12 旧町村ごとに示したもの

である．図 2は 5市合併での上昇率を地図上で表す． 
内々率の上昇分が大きいほど，広域連携が享受できて

いる地域（旧自治体レベル）と判断する．これらの図表

から，2019年と 2020年共通で，5市広域連携では鹿島

町，神栖町，牛堀町，潮来町の順で，2市広域連携では，

鹿島町，神栖町の順で内々率は上昇する．このことは図

2にて鹿行地域中央部の内々率が高いことでも可視化さ

れている． 
一方で，鹿嶋町と同じ現鹿嶋市である旧大野村や，神

栖町と同じ現神栖市である旧波崎町の内々率の上昇は

低く，同じ自治体内であっても交流のある地域とそうで

ない地域が存在することが分かった．なお，2015 年国

勢調査によると，現鹿嶋市における旧鹿島町区域，旧大

野村区域の夜間人口比率は 71.2％，28.8％，現神栖市に

おける旧神栖町区域，旧波崎町区域の夜間人口比率は

60.2％，39.7％となっており，内々率という意味で広域

連携を享受できていない割合も一定数いる． 

 
5. まとめ 
脱炭素社会を迎え重厚長大産業を有する鹿行地域は

新しい局面を迎えている．激しい社会変化に対応するた

めにも，行財政基盤の強化，行政サービスの高度化，公

共施設の統廃合など広域的まちづくりは不可欠である．

本稿では行政組織の地域区分と地域社会の行政区分と

を整合させるという前提で，行政区域内々率を指標に，

鹿行地域広域連携について分析した．今後は時間別に

内々率を算出することや他自治体と比較することなど

で，分析を精緻化したい． 
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表 2 連携した場合の内々率（2019） 
（％） 鹿嶋市 神栖市 潮来市 鉾田市 行方市 

連

携

自

治

体

数 

0  71.4 72.3 70.9 73.5 65.7 

2 77.8 70.9 73.5 65.7 

3 79.2 73.5 65.7 

4 78.8 65.7 

5 78.6 

  表 3 広域連携による内々率変化（2019）（％） 
現

在 

旧町村 現在 5市 

連携 

上昇

率 

2市 

連携 

上昇

率 

鹿

嶋 

鹿島町 69.8 84.5 14.7 78.8 9.0 
大野村 76.9 78.4 1.5 76.9 0.0 

神

栖 

神栖町 70.3 79.8 9.5 77.6 7.3 
波崎町 76.1 77.1 1.0 77.0 0.9 

潮

来 

潮来町 73.1 80.3 7.2 
  

牛堀町 63.0 70.9 7.9 
  

行

方 

麻生村 64.8 70.1 5.3 
  

北浦町 63.0 64.7 1.7 
  

玉造町 68.4 71.3 2.9 
  

鉾

田 

鉾田町 71.8 75.0 3.2 
  

旭町 74.0 75.2 1.2 
  

大洋村 77.3 80.6 3.3 
  

     表 4 広域連携による内々率変化（2020）（％） 
現

在 

旧町村 現在 5市 

連携 

上昇

率 

2市 

連携 
上昇

率 
鹿

嶋 

鹿島町 75.4 86.5 11.1 82.4 7.0 
大野村 82.1 83.8 1.7 82.1 0.0 

神

栖 

神栖町 74.9 82.2 7.3 80.7 5.8 
波崎町 80.2 80.8 0.6 80.8 0.6 

潮

来 

潮来町 82.6 86.6 4.0 
  

牛堀町 70.4 76.5 6.1 
  

行

方 

麻生村 72.6 74.9 2.3 
  

北浦町 71.5 73.3 1.8 
  

玉造町 74.9 77.5 2.6 
  

鉾

田 

鉾田町 78.4 79.6 1.2 
  

旭町 79.1 79.7 0.6 
  

大洋村 81.3 82.9 1.6 
  

 

図 2 5市合併による内々率の上昇率 


